
Ⅰ大都市の税財政における現状と課題

④充実した都市施設

(*)平成20年4月1日現在

(*)建築年は、一般施設・都市基盤関連施設・学校園は竣工年、市営住宅は着工年

資料：下水道・ごみ処理施設は平成21年度版「大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望（指定都市）」、地下鉄
は各市ホームページ、道路は国土交省道路局「道路統計年報（2006年版）」。

　大阪市では、高密度の人口集中や膨大な昼間流入人口、経済活動の集積などに対処
するため、早くから地下鉄や下水道などの都市基盤と生活環境の整備を進めてきました。

地下鉄営業キロ
（平成20年3月31日現在）
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下水道処理区域内人口と普及率
（平成20年3月31日現在）
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ごみ処理施設年間処理量(生ごみ)
（平成20年4月1日現在）
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　早くから都市施設の整備を進めてきた結果、こうした諸施設が順次更新時期を迎えつ
つあります。

経過年数別延床面積の割合
(市設建築物全体)

0～9年
13.1%

40～49年
11.9%

50年以上
2.7%

20～29年
21.7%

30～39年
26.5%

10～19年
24.1%

道路率(市域面積に占める道路面積)
（平成17年4月1日現在）
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